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調査報告書 

 

調査した概要は次のとおりであります。 

 

記 

 

１ 調 査 者 氏 名 渡 辺 拓 朗 

櫻 田 誠 子 

鈴 木 良 広 

 

２ 調 査 期 間  令和６年８月７日から 

令和６年８月９日まで  ３日間 

 

３ 調  査  地 (1) 静岡県富士市 

             ・ユニバーサル就労について 

 

  (2) 長野県長野市 

             ・鳥獣被害対策とジビエ加工センターについて 

 

(3) 長野県中野市 

             ・空き家に関する問題についての取組み、制度等の詳細について 

 



 

４ 目   的 

(1) 静岡県富士市 

 ・ユニバーサル就労について 

富士市は、静岡県南部に位置し、東は沼津市、西は静岡市に接している。市域は

海抜が0.7から3421ｍ（富士山９合目）と標高差が大きい。良質な水資源に恵ま

れ、明治期以降の近代製紙業の発展とともに製紙産業が集積し、全国でも有数な

「紙のまち」として知られるようになった。また、戦後から高度経済成長期には化

学工場や輸送用機械等の工場が進出し、バランスの取れた産業構造を有する静岡県

内有数の工業都市として発展してきた。 

富士市は、ユニバーサル就労を拡げる親の会から「親も子も安心して暮らせる環

境整備」について要望されたことが契機となり、平成29年４月に市議会議員発議に

よる全国で初めての「富士市ユニバーサル就労の推進に関する条例」が施行され、

市民の誰もが生きがいを持ち、働くことができる仕組みづくりとしてスタートして

いる。 

本市においても、ユニバーサル就労は重要であることから、富士市の取り組みを

学び、今後の事業の参考とする。 

 

(2) 長野県長野市 

 ・鳥獣被害対策とジビエ加工センターについて 

   長野市は、長野県北部にあり、妙高戸隠連山の山並みが連なり、長野盆地の中央

を千曲川が流れる。善光寺の門前町として栄え、川中島合戦の舞台になった地であ

る。1998年冬季五輪を開催。県都として第３次産業の比重が高いが、半導体関連や

情報通信機器、味噌など食料品などの製造業も県内有数となっており、七味唐辛子

は名物の１つで、戸隠地域は戸隠神社とソバで有名である。 

長野市では、野生鳥獣被害による中山間地域農業の衰退に対し、地域の実情に応

じた効果的な施策を検討し、防御対策、環境整備対策、駆除個体数調整対策を農業

被害軽減のため総合的に対策を実施しており、処理加工に適したニホンジカ等を長

野市ジビエ加工センターに搬入し、山の恵みジビエとして利活用を図っている。 

本市においても、鳥獣被害対策が問題となっていることから、長野市の取り組み

を今後の事業の参考とする。 

  



 

(3) 長野県中野市 

 ・空き家に関する問題についての取組み、制度等の詳細について 

 中野市は長野県の北東部に位置し、県都長野市からは鉄道で約30分から40分で結

ばれている。北は飯山市、木島平村、東は山ノ内町、南は長野市、小布施町、高山

村、西は飯綱町に隣接しており、斑尾山、高社山など象徴的な山々を背景として、

千曲川、夜間瀬川などが形成した河岸段丘や扇状地、穏やかな傾斜地に集落が発達

している。また、農業がさかんで、リンゴやブドウの栽培では全国でも有数の品質

と生産量を誇っている。早くからエノキダケの栽培に取り組み、キノコや果樹、野

菜、花きの施設栽培の先進地としても知られている。 

中野市は2000年から人口減少に転じたが、世帯数や住宅数は増え続けており、核

家族化が進んでいると考えられる。今後も空き家が増加することが予想されること

から、中野市空家等対策計画を策定し、空き家の適切な管理や利活用などの空き家

解消策について、基本的な方針や取組を示している。 

本市においても空き家に関する問題が生じていることから、中野市の取り組みに

ついて、今後の事業の参考とする。 

 

５ 調 査 概 要 

(1)  静岡県富士市 

◆ ユニバーサル就労について 

【視察概要】 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市への提言】 

今後、豊中市のように、庁舎内連携・情報共有も図れるよう一元化されたシステム 

の導入が必要である。 

様々複合的に悩みや問題を抱えている方も多く、一つひとつの問題を時間がかかっ 

ても、解決しようと努力し、切れない支援で自分が誰かにつながっているという安心 



 

(2)  長野県長野市 

◆ 鳥獣被害対策とジビエ加工センターについて 

【事業の概要】 

 長野市は平成の大合併においてさらに森林面積が広がり８３４㎢に及ぶ周囲

を山に囲まれた盆地に広がる街である。このような環境から鳥獣対策にはいち

早く様々な工夫を重ねながらその対策に挑んできた長野市である。 

 この事業の核となるのが「鳥獣被害対策実施隊」と「ジビエ加工センター」で

ある。 

鳥獣被害対策実施隊 

 長野市では市内の猟友会会員の内、長野市鳥獣被害防止計画に基づく有害鳥

獣捕獲業務等に従事する会員が安心して野生鳥獣被害業務並びにジビエ活用業

務等に従事して頂くため平成２４年度施行の鳥獣被害防止処置法に基づき鳥獣

被害対策実施隊を設置し、この従事者を長野市鳥獣被害対策実施隊に任命して

いる。 

 

長野市鳥獣被害対策実施隊 

身分：特別職の非常勤職員（消防団員等） 

任務：鳥獣の捕獲、追い払い。防除対策の指導。市街地での危険獣対応 

メリット：猟銃の所持許可更新時の機能公衆免除。猟銃登録税の免除 

     公務災害の適応。経費の交付税処置。 

報酬：２０００円/年（ほかに捕獲補助金で出来高払い） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図―１ 



 

長野市ジビエ加工センター 

 

 

上の図で示したように鳥獣被害対策実施隊により捕獲された指定鳥獣はこの

センターで処理され道の駅（中条）や長野駅土産店で販売されている。 

図中に移動式解体処理車が写っていますが、国内でもいち早く導入したものの

使い勝手があまりよくなく稼働率は高くないとのことであった。 

 

ジビエ加工センター建設からジビエ販売までの経過 

平成２８年１１月 長野市ジビエ振興計画策定 

平成３０年 ３月 農林水産省がジビエモデル地区に選定 

平成３０年 ７月 ジビエ加工センター工事着手 

平成３１年 ２月 ジビエ加工センター竣工 

平成３１年 ４月 ジビエ加工センター稼働 

令和元年 １０月 主に事業者向け本格販売 

  

総事業費は３億５４００万円で国交付金は１億２０００万円。 

捕獲実績と加工センター処理実績は次の図に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

【市への提言】 

 長野市は国内でも早くから捕獲補助金事業を行い捕獲された鳥獣は埋設処理

を行ってきたが捕獲従事者の負担軽減や新たな地域震源としてのジビエとして

有効活用を目指し計画策定をして国の補助金を活用して加工センターの設置と

なった。視察終了後、長野駅の土産店で売れ行き等を確認したが、すでにこの日

は完売しており特産としての販売も順調であった。この背景にはジビエ普及促

進事業として「長期戦略アドバイザリー・土山浩平氏と連携しブランド化を図っ

てきた。又シェフの八幡屋磯五郎連携し新メニューの開発にも力を注いできた

ことなどはジビエそのものの特徴に合わせてブランド販売促進に貢献している

点は、本市においても是非提案していきたい。さらに長野県立大学と連携しジビ

エの栄養価に着目しその特徴を生かした開発料理の検討とジビエ普及活動の実

施し絶え間ない普及活動の流れを構築していることはジビエの販売促進はもと

より鳥獣被害対策実施隊の捕獲者の継続的な気概にもつながっている。 

 継続性に重点を置いた取り組みは、この鳥獣被害問題にとって最も重要な要

点である。 

 

 

 

 

 



 

 (3)  長野県中野市 

◆ 空き家に関する問題についての取組み、制度等の詳細について 

【概要】 

長野県中野市は、長野県の北東部に位置し、県都長野市から鉄道で焼く３０分～４０分で

結ばれている。2005年（平成１７年４月１日）中野市、豊田村による市村合併（新設合併） 

人口は、40,680人 世帯数 16,168世帯と合併時より人口約 6,000人減少する中、世帯数

は増加している。 

中野市は農業が盛んで、リンゴやブドウの栽培では全国でも有数の品質と生産量を誇っ

ている。早くから、えのきだけの栽培に取り組み、キノコや果樹、野菜、花きの施設栽培の

先進地として知られている。 

中野市は、2,000年から人口減少に転じたが、世帯数や住宅数は増え続けており、核家族

化が進んでいると考えられる。その様なことから、今後も空き家が増加する事が予想され、

中野市空き家等対策計画を策定し、空き家の適切な管理や利活用などの管理や解消策につ

いて基本的な方針や取り組みを示し、一歩進めた積極的な取り組みをしている。 

本市においても、空き家に関する問題が生じていることから、中野市の取り組みについて

今後の事業の参考とする。 

どこの自治体でも、空き家対策実施しているが、中野市は、100均空き家マッチング、地

域おこし協力隊が行う空き家を活用した相談窓口の開設、DIY講習や親族が話しづらい今後

の家のことを記録として、見える化にする「記録家のコト」の活用など、空き家を増やさな

いような取り組みを行っている。 

中野市は、雪も多く令和 4年 2月の大雪で空き家が雪の重みで倒壊した 2件を、令和 5年

度に特定空き家として行政代執行による解体工事を実施した。 

 

●中野市の空き家の状況  

・中野市の空き家は 1,030 戸(空き家台帳に掲載されている数)あり、そのうち 276 戸

が管理不全空き家に今後該当するものと把握している(R6.6.13 時点)  

  

●空き家相談件数 ※市職員と協力隊で対応した相談件数  

空き家関係の相談件数  R1  R2  R3  R4  R5  

所有者からの相談  17  35  77  73  56  

苦情など  2  16  23  19  14  

利活用に関する問い合わせ  0  0  95  121  63  

その他  0  0  9  12  20  

相談合計  19  51  204  225  158  

  

●中野市空き家バンク事業 成約までの流れは空き家ハンドブック P-7 参照  

・空き家の流通事業  

・市と長野県宅建協会との委託料は無し  



  R1  R2  R3  R4  R5  

登録件数  9  12  14  6  13  

申請数  5  14  11  16  19  

成約数  9  4  4  9  7  

市公式 HP：https://www.city.nakano.nagano.jp/docs/2015033100328/  

      
●空き家マッチングサイト運営事業(100 均空き家)  

・空き家の流通、利活用事業  

・ヤドカリ㈱、1 社随契、単価契約@165,000 円／件  

・空き家マッチングサイトへの掲載を行い、買い手を募集する  

・マッチング後は売主と買主で、売買契約を締結するケースが多い  

・令和３年度から事業開始、サイト掲載件数通算８件、成約数５件(R6.6.30 現在)  

 (成約内訳：100 円・４件、100 万円・１件)  

掲載サイト：https://akiya-gateway.com/vacant-house-town/nakano/  



    
●中野市空き家対策協議会  

・令和６年度は１回開催、空き家の重要施策に関する協議を行う  

・座長は市長、委員は 12 名  

・構成員：区長会長、弁護士会、司法書士会、宅建協会、土地家屋調査士協会、長野県建築士会、解

体工事協会、不動産協会、中野警察署、県  

  

●空き家相談窓口総合サポート委託  

・個別の空き家問題に関する相談を市職員が専門機関へメールで質問する窓口への委託料  

・㈱LIFULL、1 社随契、相談回数無制限、委託料＠35,000 円×12 カ月×1.1 = 462,000 円  

・令和４年度：８回相談、令和５年度：８回相談  

  

●空き家台帳システム使用料  

・㈱ゼンリン、1 社随契、企画財政課でまとめて契約  

・市全体 535,000 円のうち空き家台帳分 35,000 円  

      
 

 

 

 

 

 

 



●地域おこし協力隊（委託型）  

期間  氏名  

令和３年７月から令和６年３月まで  村井照太(出身は名古屋市)  

令和６年４月から令和９年３月まで  近藤真由(出身は相模原市)  

  

【業務内容】  

・空き家の掘り起こし（空き家現地調査など）  

・空き家相談窓口（空き家所有者からの相談、空き家購入希望者からの相談など）  

・空き家バンクの運営（長野県宅地建物取引業協会と連携しています）  

・100 均空き家マッチングの運営  

・空き家事業の起業活動（カフェ、シェアスペースなど）、イベント企画  

・SNS 等を活用した情報発信、協力隊員同士の連携・協働  

・地域活動への積極的な参加及び参画  

・活動に必要と思われる研修会、連絡会議、地域の集会等への参加  

・隊員としての任期終了後の定住に向けた生活基盤の構築活動  

  

【経費】※令和５年実績  

・報償費 2,799,600 円(233,300 円×12 回／月払い)  

・活動費 1,679,240(年 2 回払い)…車のリース代は別、令和６年度は 2,000,000 円   

【広報５月号 P-8 より】

  



●特定空き家行政代執行解体工事費  

・令和５年度に特定空家等の２件を行政代執行により解体工事を実施。  

A 宅  B 宅  

予定工事価格：4,158,000 円  予定工事価格：6,435,000 円  

国費 1,996,000 円、市一般財源 2,162,000 円  

(内訳は(解体面積 128.79 ㎡×31,000 円／㎡)×1/2  

  

国費 3,217,000 円、市一般財源が 3,218,000 円 (内訳は

解体面積(181.97 ㎡×44,000 円)×1/2  

  

令和 4 年 2 月の大雪で倒壊  

  

令和 4 年 2 月の大雪で倒壊  

  

令和 6 年 1 月 19 日、竣工  

  

令和 6 年 1 月 31 日、竣工  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



●補助金等  

  令和 4 年度実績  令和 5 年度実績  

事業者対象型空き家改修事業補助金 

(上限 600 万円) 国(300 

万円、市 300 万円  

2 件  

・カフェに改修、600 万円  

・コワーキングスペースに

改修、600 万円  

2 件  

・民泊に改修、600 万円  

・飲食店に改修、600 万円  

事業者対象型空き家解体費補助金  

(上限 240 万円) 国 120 

万円、市 120 万円  

実績なし  実績なし  

事業者対象型空き家 DIY 材料費補助

金 

(上限 50 万円)  

市 50 万円  

実績なし  実績なし  

空き家活用補助金(残置物整理)  

(上限 10 万円)  

市 10 万円  

2 件  1 件  

空き家改修費補助金(移住者対象)(上

限 

80 万円・子育て世帯は 200 

万円)  国 40 万円／100 万円  

市 40 万円／100 万円  

6 件  実績なし  

【R6 新規】  

居住誘導区域の空き家購入  

(上限 40 万円)  

 国 20 万円、市 20 万円  

―  ―  

【R6 新規】  

居住誘導区域の空き家改修費補助加

算 

(移住者対象)(上限 40 万円)  

国 20 万円、市 20 万円  

―  ―  

  

  

  

  

 

 

 

 

 



地域おこし協力隊との業務分担について  

●事業体制について  

事業  市職員  地域おこし協力隊  

空き家相談窓口(苦情含む)  ○  ○  

空き家バンク事業  ○(申請書受付・HP 物件掲

載)  

○(現地立ち合い)  

100 均空き家事業  ○(記事作成・掲載委託)  ○(現地立ち合い)  

特定空家等 ・管理不全空家等  ○  ―  

市の補助金交付事務  ○(交付決定等)  ―(説明・案内のみ)  

委託業務の発注  ○  ―  

空き家等に係るイベント  ―(手伝い)  ○  

空き家等に係る情報発信  ―  ○(SNS 等)  

 

●空き家等対策事業の協力隊との分担イメージ  

空き家所有者、購入希望者  住民(苦情)  

 
※ 対応者については主担当となりますが、特段分担を決めておりません。  

●今後の課題  

・市職員は人事異動等もあり、短期間で高度な建築等に係る専門知識を習得することが困難であ

り、また、空き家の流通や利活用等は、人脈等のネットワークが重要であることから、地域おこ

し協力隊との連携は必須と考えている。  

・現状は、市の空き家担当者が 1 名で、今後増え続ける市内の危険な空き家等の問題に対応する

人員不足が懸念される(緊急措置、軽微な措置への対応に係る人員不足)。  

・100 均空き家など、流通・利活用に特化した業務については、支援法人等への委託も検討して

いく必要がある。  

・所有者＝申請者であれば、空き家バンクの申請   

・所有者≠申請者であれば、土地・建物の登記を申請者 氏名 で登録してもらう   

所有者、協力隊、宅建協会で現地立ち合い   

・賃貸か売買か、希望金額など   

空き家 状態   方針   対応者   対応方法   

良 い   流通 ( 売買・賃貸 )   長野県宅建協会 ほか   空き家バンク 、 100 均空き家 等   

普通   流通・ 利活用   地域おこし 協力隊   改修補助金等   

悪い   管理 指導   市職員   管理不全空家等・特定空家等の認定   



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
  

(1) 募集人数  

委託型地域おこし協力隊 ミッション：空き家対策 １名  

(2) プロジェクトの内容  

  中野市の空き家相談員として空き家の流通や利活用を行い、住環境の好循環の促進や地域活性、移住者へ

の住宅支援を図ります。  

（3） 活動内容   

  ・空き家の掘り起こし（空き家現地調査など）  

  ・空き家相談窓口（空き家所有者からの相談、空き家購入希望者からの相談など）  

・空き家バンクの運営（長野県宅地建物取引業協会と連携しています）  

・100 均空き家マッチングの運営（物件マッチングサイト「空き家ゲートウェイ」と連携しています）  

    ・空き家事業の起業活動（カフェ、シェアスペースなど）  

    ・イベント企画  

・SNS 等を活用した情報発信  

・協力隊員同士の連携・協働  

・地域活動への積極的な参加及び参画  

・活動に必要と思われる研修会、連絡会議、地域の集会等への参加  

・隊員としての任期終了後の定住に向けた生活基盤の構築活動  

(４) その他  

  令和６年度予算のため、予算議決に伴い採用を見送る可能性もありますので、ご容赦ください。  

   

(1) 20 歳以上で 40 歳未満の方（令和６年４月１日現在）  

(2) 次に掲げる要件のいずれかを満たし、中野市地域おこし協力隊として任命後、生活の拠点を本市に移し、

本市の住民基本台帳に記録されることができる方  

(3) 地域おこし協力隊の活動期間終了後も本市に定住し、起業又は就職しようとする意欲を持つ方  

(4) 地域住民と協力しながら、地域活性化に向けた企画・提案・実行ができる方  

(5) 2 級建築士以上、または宅地建物取引士の資格を有する方を優先して選考  

(5) 心身ともに健康であり、積極的に活動できる方  

(6) 普通自動車免許を取得している方  

１   募集する活動内容   

  

  
  ２   応募条件   
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(7) 基本的なパソコン基本操作（ワード、エクセル、インターネット、SNS 等）の活用できる方  

(8) 土日及び祝日の行事や夜間の会議など、必要に応じて参加できる方  

 
  

長野県中野市内（執務場所：NAKANO  DROP 中野市中央 2 丁目４－17）  

 
  

勤務時間 週 24 時間以上（月 102 時間以上）  

  

 

(1) 委託型地域おこし協力隊として中野市長が委嘱します。（個人事業主扱い）  

(2) 委嘱は、原則として令和６年４月１日から令和７年３月 31 日までとします。  

(3) 年度毎に委嘱し、最長 3 年間とします。  

(4) 委嘱期間中に委託契約を締結し、事業内容など明確にします。  

(5) 協力隊員としてふさわしくないと判断した場合等は、委嘱期間中であってもその職を解くことができるものとし

ます。  

 

  

  

４   活動場所   

  

５   活動 時間   

  

６   活動形態及び期間   

  



 

長野県中野市の概要 

人口：約 40,000 人 

世帯数：約 16,000 世帯 

空き家担当部署：都市建設課 

※対策もバンクもすべて 

空き家対策に関する予算の状況 

Ｒ６予算：歳出 16,234 千円 

『 負 』 動産が 

地域のプラスへ 

『 

長野県中野市 都市建設課 

100 均空き家マッチング 
について 

お話し しますよー 

中野市の案内人？ 

中野 ウサ吉 



※空き家対策総合支援事業、地

域おこし協力隊など歳入

9,300 千円 

※空き家対策総合支援事業（国

費） 

空き家バンク実績：累計 74 件掲

載（R5 末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ちょうどいい田舎」 
という表現がちょうど 
良いです 



（所感） 

石巻市においても空き家は増加傾向にある。 

状況の良い中古物件などは、不動産会社が仲介し販売しているが、長く空き家状態、また、

建設年数が古い住宅などは、不動産会社でも引き受けがないなどそのままの状態で猫のす

みかや雑草が生い茂り虫の発生や、窓ガラスなどが破損しで、出入りができるようになり防

犯上も好ましくない状況で近隣住宅から苦情が出ている。 

石巻市でも空き家バンクの創設など実施しているが、空き家の減少対策にはもう少し踏み

込んで、中野市のような積極的な取り組みが必要と感じた。 

１． 地域おこし協力隊（空き家対策担当）の活用 

募集要項に、優先項目を入れている。 

＊2 級建築士以上、または宅地建物取引士の資格を有する方を優先して選考  

＊今年 2 代目となった神奈川県出身の協力隊の女性は、関東圏で建設関係の仕事をし

ていたが今年協力隊に応募、移住し空き家に特化し相談事業や、現地調査、物件案内な

ど、現存する空き家に対しては、所有者からの相談は取りこぼしがないように心がけて

おり、その為に、家を訪問し対話を重ね信頼を積み重ねていることも共感した。 

＊家の相談にしても、行政には話しにくいなどがあるが、協力隊はそれぞれの立場にな

ってその人の最善に入り込むことができることから、協力隊の活用は重要であると感

じた。 

２． １００均空き家マッチングについて 

＊所有者は手放したいけれど値段がつかない売れない物件を 100 均（１００円か１０

０万円）と呼んでいる。 

＊100 均とはずいぶん斬新だと感じたが、実際にサイトに８件掲載され、１００円で購

入移住した件数４件・ １００万円は１件。空き家を増やさない。増えると負の遺産とな

り冬には雪の重みで倒壊などにより地域住民の迷惑になる事を考え、必死に空き家対

策を応じていると感じた。 

３．記録「家のコト」   住まいの今後を考えるきっかけを作る冊子を作っている。 

  ＊現在は一人でお住まいの方がこれからの家について親族でも話難い問題でもあるが、

そのようなところにも協力隊が訪問し、冊子をお渡しすることも一歩踏み込んだ空

き家対策だと感じた。 

 

（市への政策提言） 

１．石巻市でも空き家対策担当の職員がおりますが、市民が相談しやすい体制つくりとして、 

中野市のように、地域おこし協力隊を活用し、土日でも相談できるように相談所の設置

と、平日は、職員と協力隊が連携し、業務分担し活動できる体制を構築することにより、

もっと空き家対策も進むのではないか。 

２．地域おこし協力隊の活用により、空き家をDIY・ でリノベーションを行うことによりDIY



 

に関心ある人を集めたり、空き家を使った相談所（ ドロップ）で様々なイベントをした

り、行政ではできない自由な発想で空き家に関して関心を集めていることも参考にな

った。 

３．現在、住宅課で空き家対策も兼ねておりますが、今後増えることが予想される空き家に

対し、対策強化できるよう対策室等の設置が必要ではないか。 

４．中野市は、空き家を利活用した移住政策にもつなげている。そのためにキャラクターを

使った情報発信や、空き家活用ハンドブックを作成し、使える補助金等をわかりやすく

広報しており、市民のみならず、関心を持って頂く多くの方に、わかりやすく手に取っ

てもらえる冊子等の作成も必要ではないか。 

５．中野市では、令和６年からの新規事業として居住誘導区域の空き家購入や、改修費補助

加算など立地適正化計画に基づいた事業を始めた。まだ実績はなかったが、石巻市でも

立地適正化計画を策定していることから、今後空き家対策の一つとして進めていくべ

きである。 

 

７ 調 査 経 費  ２４７，６３６円  

 

８ 添 付 書 類   別添資料のとおり 

 

 

お問い合わせ 

 

石巻市議会事務局 議事調査係 

〒986-8501 宮城県石巻市穀町14番1号 

     Tel： 0225-95-1111（内線6916） 

Fax： 0225-96-2274 

Mail： assesc@city.ishinomaki.lg.jp 


